
（第三種郵便物認可） ２００８年９月１５日大阪歯科保険医新聞 （５、15、25日発行）（２）

　

協
会
が
８
月
24
日
に
開
い
た
サ
マ
ー
セ
ミ
ナ
ー「
指
導
・
監
査
体
制
の
変
貌
～
大
阪
社

会
保
険
事
務
局
か
ら
近
畿
厚
生
局
へ
」
で
は
、
過
去
最
高
の
１
６
０
人
が
参
加
し
、
好
評

を
博
し
た
。「
構
造
改
革
」
の
実
態
や
、
指
導
・
監
査
の
強
化
、
混
合
診
療
（
保
険
外
併

用
療
養
費
制
度
）
問
題
な
ど
、
各
講
座
の
内
容
を
３
回
に
わ
た
っ
て
紹
介
す
る
。

た
法
人
税
率
を
99
年
に
は
30

・
０
％
に
ま
で
引
き
下
げ
、所

得
税
の
最
高
税
率
は
50
・
０

％
か
ら
37
・
０
％
に
し
た
。さ

ら
に
は
リ
ス
ト
ラ
を
す
れ
ば

減
税
す
る
産
業
再
生
法
の
施

行
、
労
働
者
派
遣
の
規
制
緩

和
ま
で
進
め
た
の
で
あ
る
。

大
企
業
・
大
資
産
家
は
小
泉

税
制
改
革
で
約
４
兆
３
０
０

０
億
円
の
負
担
減
と
な
り
、

大
企
業
の
利
益
は
改
革
前
と

比
べ
て
平
年
度
で
約
10
兆
円

も
跳
ね
上
が
っ
た
。

大
企
業
減
税
の

し
わ
寄
せ
庶
民
に

　

一
方
で
国
民
生
活
は
ど
う

か
。
大
企
業
・
大
資
産
家
だ

け
が
儲
け
て
い
る
し
わ
寄
せ

が
、
国
民
に
押
し
寄
せ
て
い

る
。
そ
れ
は
失
業
者
が
１
０

０
万
人
増
え
、
労
働
者
の
給

与
が
減
少
、
非
正
規
社
員
の

急
増
な
ど
に
表
れ
て
い
る
。

さ
ら
に
は
定
率
減
税
の
廃
止

や
所
得
控
除
の
廃
止
な
ど
、

増
税
に
つ
ぐ
増
税
で
、
国
民

は
約
５
兆
２
０
０
０
億
円
も

負
担
が
増
や
さ
れ
た
。
大
企

業
・
大
資
産
家
へ
の
減
税
分

が
そ
の
ま
ま
国
民
の
負
担
増

と
な
っ
た
の
で
あ
る
（
表

２
）。
政
府
は
「
戦
後
最
大

の
好
景
気
」
と
言
う
が
、
国

民
が
実
感
で
き
な
い
原
因
が

こ
こ
に
あ
る
。

　

「
改
革
」
に
よ
る
悪
影
響

は
、
歯
科
医
療
に
も
表
れ
て

い
る
。歯
科
医
療
費
は
、「
改

も
改
革
後
は
悪
化
し
て
い

る
。
国
民
生
活
の
悪
化
に
伴

い
、
歯
科
医
療
の
経
営
も
非

常
に
厳
し
い
も
の
に
な
っ
て

い
る
。

　

結
局
、「
改
革
」で
良
い
思

い
を
し
た
の
は
一
部
の
大
企

業
や
大
資
産
家
で
あ
り
、「
グ

ロ
ー
バ
ル
化
す
る
大
企
業
の

儲
け
を
保
障
す
る
国
家
体
制

革
前
」
は
年
平
均
で
３
・
２

％
伸
び
て
い
た
が
、「
改
革

後
」
は
マ
イ
ナ
ス
０
・
18
％

と
大
幅
に
下
が
っ
た
。
国
民

医
療
費
に
占
め
る
歯
科
の
割

合
は
９
・
45
％
か
ら
８
・
20

％
に
後
退
し
、
収
支
差
額
は

月
額
18
万
円
低
下
。
加
え
て

診
療
報
酬
の
改
定
率
、
歯
科

の
医
業
収
入
な
ど
、
い
ず
れ

　

サ
マ
ー
セ
ミ
ナ
ー
の
テ
ー

マ
で
あ
る
指
導
・
監
査
の
強

化
と
混
合
診
療
問
題
の
背
景

に
は
、
政
府
の
「
構
造
改

革
」
に
基
づ
く
医
療
費
抑
制

政
策
が
あ
る
。で
は
、「
改
革
」

が
日
本
経
済
や
国
民
生
活
に

何
を
も
た
ら
し
た
の
か
で
あ

る
。
政
府
は
「
痛
み
を
我
慢

す
れ
ば
、経
済
が
良
く
な
っ

て
、財
政
も
立
ち
直
る
」
と

主
張
し
た
が
、
現
在
で
は
両

方
と
も
悪
化
し
て
い
る
。

「
改
革
」の
前
と
後
で
日
本

経
済
を
比
べ
る
と
そ
の
こ
と

が
よ
く
分
か
る
。

　

「
改
革
前
」
を
バ
ブ
ル
崩

壊
後
か
ら
橋
本
内
閣
「
６
大

改
革
」
に
至
る
ま
で
（
１
９

９
１
年
～
97
年
）と
規
定
し
、

「
改
革
後
」を
「
６
大
改
革
」

か
ら
小
泉
「
構
造
改
革
」
ま

で
（
98
年
～
２
０
０
６
年
）

と
位
置
付
け
て
、
経
済
成
長

や
財
政
赤
字
を
年
平
均
値
で

比
較
し
た
（
表
１
）。

　

「
改
革
」
の
前
と
後
を
比

べ
る
と
ま
ず
、
経
済
が
成
長

し
な
く
な
っ
た
。
名
目
成
長

率
は
年
平
均
で
改
革
前
２
・

４
％
だ
っ
た
も
の
が
、
改
革

後
に
は
マ
イ
ナ
ス
０
・
１
％

に
な
っ
た
。
国
債
発
行
額
は

年
間
13
兆
円
か
ら
33
兆
円
に

増
大
し
て
い
る
。

　

そ
の
一
方
で
、政
府
は「
改

革
」
と
い
う
名
の
下
に
、
徹

底
し
た
大
企
業
・
大
資
産
家

優
遇
の
税
制
改
革
を
実
施
し

た
。91
年
に
は
37
・
５
％
だ
っ

　

国
民
も
黙
っ
て
ば
か
り
で

は
な
い
。
与
野
党
が
逆
転
し

た
昨
年
の
参
院
選
以
降
、
国

民
の
反
撃
が
始
ま
っ
て
い

る
。
安
倍
内
閣
は
選
挙
後
、

す
ぐ
に
退
陣
す
る
こ
と
に
な

っ
た
。「
構
造
改
革
」
路
線

に
国
民
が
ノ
ー
を
突
き
つ
け

た
結
果
で
あ
る
。

　

選
挙
を
き
っ
か
け
に
社
会

保
障
費
の
抑
制
政
策
に
つ
い

て
も
流
れ
の
変
化
が
出
て
き

た
。
骨
太
の
方
針
で
社
会
保

障
費
を
毎
年
２
２
０
０
億
円

削
減
す
る
こ
と
に
対
し
、
国

民
の
批
判
や
反
対
が
高
ま
る

に
つ
れ
、
与
党
の
閣
僚
で
さ

え
「
こ
れ
以
上
の
抑
制
は
限

界
」
と
声
を
上
げ
る
よ
う
に

な
っ
た
。
国
会
で
医
療
危
機

の
打
開
を
目
指
す
１
５
０
人

も
の
超
党
派
の
議
員
連
盟
が

で
き
た
。

　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度

は
、
国
民
の
大
き
な
反
対
で

大
幅
な
修
正
を
余
儀
な
く
さ

れ
た
。「
終
末
期
相
談
支
援

料
」
も
国
民
の
強
い
批
判
を

受
け
、
わ
ず
か
３
カ
月
で

「
凍
結
」
と
な
り
、
点
数
表

に
残
っ
た
ま
ま
算
定
で
き
な

い
異
例
の
事
態
と
な
っ
た
。

　

歯
科
界
も
例
外
で
は
な

い
。
歯
科
単
独
署
名
を
27
万

筆
集
め
、「
保
険
で
良
い
歯

科
医
療
を
求
め
る
」
意
見
書

採
択
が
２
５
４
の
地
方
議
会

に
も
の
ぼ
っ
た
。
協
会
・
保

　

中
で
も
、
厚
労
省
が
昨
年

５
月
に
公
表
し
た
「
医
療
・

介
護
サ
ー
ビ
ス
の
質
向
上
・

効
率
化
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
で

は
、
指
導
・
監
査
の
件
数
を

従
来
の
３
倍
に
強
化
す
る
と

し
て
い
る
。
同
プ
ロ
グ
ラ
ム

は
、
医
療
費
抑
制
を
目
的

に
、
指
導
・
監
査
等
の
経
済

査
定
の
強
化
、
レ
セ
プ
ト
オ

ン
ラ
イ
ン
化
推
進
、
医
師
の

仕
事
の
看
護
師
へ
の
付
け
替

え
な
ど
が
示
さ
れ
て
い
る
。

さ
ら
に
は
情
報
公
開
に
よ

り
、
患
者
に
医
療
機
関
の
監

視
を
さ
せ
る
厚
労
省
の
狙
い

も
伺
え
る
。

　

国
民
医
療
を
破
壊
す
る

「
構
造
改
革
」
に
反
撃
す
る

た
め
に
、
私
た
ち
は
声
を
上

げ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

「
後
期
」
医
療
制
度
も
２
２

０
０
億
円
の
削
減
も
、
国
民

・
患
者
と
連
帯
し
、
根
強
く

反
対
を
訴
え
続
け
る
こ
と
で

情
勢
を
動
か
し
て
き
た
の
で

あ
る
。
社
会
保
障
費
の
総
枠

拡
大
は
私
た
ち
の
願
い
で
あ

り
、
国
民
の
要
求
で
あ
る
。

協
会
は
今
後
も
、
社
会
保
障

の
充
実
と
と
も
に
経
済
、
財

政
を
立
て
直
す
政
策
を
国
に

強
く
要
求
し
て
い
き
た
い
。

団
連
が
国
会
要
請
を
繰
り
返

し
実
施
し
、
わ
ず
か
で
は
あ

る
が
診
療
報
酬
の
本
体
プ
ラ

ス
改
定
、
文
書
要
件
の
緩

和
、
新
技
術
・
先
進
技
術
の

保
険
導
入
を
実
現
さ
せ
た
。

医
療
壊
す
政
策
に

根
強
く
反
対
を

　

た
だ
、
国
民
の
大
き
な
反

対
の
声
の
中
で
も
、
政
府
は

「
構
造
改
革
」路
線
を
堅
持
し

て
い
る
。
そ
の
ひ
ず
み
の
結

果
が
、
２
代
に
わ
た
る
首
相

の
政
権
投
げ
出
し
で
あ
る
。

　

医
療
費
の
抑
制
に
つ
い
て

は
、
国
民
に
見
え
に
く
い
部

分
で
「
改
革
」
を
強
力
に
進

め
よ
う
と
し
て
い
る
。
例
え

ば
、
診
療
報
酬
改
定
や
医
療

の
Ｉ
Ｔ
化
、
安
全
管
理
の
押

し
付
け
、
中
医
協
改
革
、
混

合
診
療
な
ど
で
あ
る
。

国民生活や医療に〝痛み〟押し付け

国
民
の
反
撃
始
ま
る

づ
く
り
」
が
強
力
に
推
し
進

め
ら
れ
た
の
で
あ
る
。
経
済

は
停
滞
し
、
財
政
は
大
幅
に

悪
化
（
表
３
）。
格
差
の
広

が
り
や
社
会
保
障
の
削
減
で

国
民
生
活
は
冷
え
込
ん
で
い

る
。
経
済
の
発
展
の
成
果
を

一
部
の
大
企
業
だ
け
で
な

く
、
国
民
の
手
に
取
り
戻
さ

な
い
と
い
け
な
い
。

ホームページ　http://harmonic-net.co.jp

「
改
革
」の
前
と
後
を
比
較

「構造改革」で日本経済悪化
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公債残高の推移

改革前 改革後

建設公債残高

特例公債残高

表１　「改革」で日本経済はどう変わったか
　＊数値はいずれも年平均

統計項目 改革前
（91～97年）

改革後
（98～06年）

名目成長率 2.40% -0.10%
実質成長率 1.80% 1.10%
国債発行額 13兆円 33兆円
失業者数 185万人 284万人
企業収益 27.7兆円 36.7兆円
雇用者報酬増減率 3% -0.70%
正社員の増減 46万人 △52万人
年収200万以下の増減 ６万人 23万人

（資料）山家悠紀夫著『暮らしに思いを馳せる経済学』

「改革」による歯科への影響

統計項目 改革前
（91～97年）

改革後
（98～06年）

国民医療費への増減率 4.90% 1.50%
歯科医療費への増減率 3.20% -0.18%
医療費の歯科の割合 9.45% 8.20%
歯科診療報酬改定率 2.40% 1.12%
歯科診療所の収支差額 146万円 128万円
歯科診療所の医業収入 427万円 368万円

（資料）厚労省『医療経済実態調査』ほか

大企業・大資産家への減税

　　内　容　　　　　　平年度額
減価償却制度の見直し　� 7361億円
研究開発減税　� 5880億円
IT投資減税　� 5550億円
連結納税制度の創設　� 7980億円
欠損金の繰越期間の延長　1270億円
証券優遇税制　� １兆　　円
土地取引関係の減税　� 3653億円
相続税・贈与税の減税　� 1230億円
　合　計　� 約４兆3000億円

小泉内閣の庶民増税と
大企業・資産家優遇税制

表２

表３

（資料）内閣府ほか

（資料）財務省ホームページ

庶民への大増税（主なもの）

　　内　容　　　　　平年度額
定率減税の半減・廃止� ３兆3734億円
配偶者特別控除の廃止　7344億円
高齢者への増税　� 4790億円
消費税の免税点引き下げ等　�6300億円
　合　計　� 約５兆2000億円

「
歯
科
医
療
締
め
付
け
へ
の
対
抗
策
」

協
会
サ
マ
ー
セ
ミ
ナ
ー

上


